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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第82期

中間連結会計期間
第83期

中間連結会計期間
第82期

会計期間
自2023年６月１日
至2023年11月30日

自2024年６月１日
至2024年11月30日

自2023年６月１日
至2024年５月31日

売上高 （百万円） 24,110 24,584 46,895

経常利益 （百万円） 2,314 1,470 3,923

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 1,552 908 3,295

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 1,581 215 3,373

純資産額 （百万円） 52,122 52,020 52,265

総資産額 （百万円） 74,990 79,633 77,708

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 98.22 59.39 210.00

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 69.2 65.3 67.0

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,946 1,840 5,182

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △3,616 △5,287 △5,930

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 2,609 3,964 △183

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 4,585 3,241 2,727

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して
おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。

３．取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）を対象に、信託を用いた株式報酬制度を導入し
ております。

　　当該信託口が保有する当社株式を、「１株当たり中間（当期）純利益」の算定上、期中平均株式数の計算に
おいて控除する自己株式に含めております。

４．2023年９月１日付けで普通株式１株につき1.1株の割合で株式分割を行いましたが、第82期の期首に当該株
　　式分割が行われたと仮定し、１株当たり中間（当期）純利益を算出しております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。なお、当中間連結会計期間において、千輝薬業（安徽）有限責任公司及び安徽鼎旺医薬有限公司に対

する追加出資を行い、関連会社に該当することとなったため、持分法の適用の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、ウクライナ情勢の長期化や、円安によるエネルギー資源や原材料価

格の上昇等の影響が懸念され、先行きが不透明な状況が続いております。

　医薬品業界におきましては、国のジェネリック医薬品使用促進策が引き続き進められており、2024年10月1日よ

り長期収載品（ジェネリック医薬品のある先発医薬品）の選定療養の仕組みが導入されました。後発医薬品（ジェ

ネリック医薬品）との差額の4分の1は患者負担になるため、ジェネリック医薬品の使用は促進されると想定されま

す。一方で、「経済財政運営と改革の基本方針2024」において、「後発医薬品業界の理想的な姿を見据え、業界再

編も視野に入れた構造改革を促進し、安定供給に係る法的枠組みを整備する」と記載されており、ジェネリック医

薬品の供給不足解消と、継続した使用促進策に対応する供給体制構築を進めるものと想定されます。2021年度から

２年に１度の薬価改定に加え、中間年においても改定を行う毎年薬価改定が実施され、医薬品業界の事業環境は厳

しいものとなっており、当社としても一層の経営効率化への努力が求められております。

　昨今の医薬品における品質に係る問題により、医薬品業界の置かれる環境は厳しい状況が続いておりますが、当

社では日々の生産における製造管理・品質管理を徹底するとともに、見直すべき点があれば積極的に改善を進め、

より一層の製造管理及び品質管理の強化に取り組んでおります。

　このような状況のもと、当社グループは生産基盤の充実を図りながら積極的な営業活動を展開しており、新たな

製剤工場である第十製剤棟では、2024年８月より商用生産を開始いたしました。また、総合研究センターが2024年

３月に竣工し、その設備を活用した研究開発を開始しております。

　売上高の販売品目ごとの業績は次のとおりであります。

　原薬の販売では、2024年12月に薬価収載された製剤の原薬販売を開始し、血液凝固阻止剤や、糖尿病用剤、解熱

鎮痛消炎剤等のジェネリック医薬品向け原薬は堅調に推移したため、売上高は11,583百万円（前年同期比2.4%増）

となりました。

　製剤の販売では、製造受託の減少があったものの、一般用医薬品は好調に推移し、またジェネリック医薬品は堅

調に推移したため、売上高は12,907百万円（前年同期比1.7%増）となりました。

　健康食品他につきましては、市場における競争激化等により、厳しい状況で推移し、売上高は93百万円（前年同

期比16.4%減）となりました。

　これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は24,584百万円（前年同期比2.0%増）となりました。売上高は増加

したものの、主に減価償却費の増加や、棚卸品評価の影響、円安を要因とした原材料価格の上昇による原材料費の

増加などにより営業利益は1,471百万円（前年同期比35.7%減）、経常利益1,470百万円（前年同期比36.5%減）、親

会社株主に帰属する中間純利益908百万円（前年同期比41.5%減）となりました。

 

②財政状態

　当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末より1,925百万円増加し、79,633百万円となりまし

た。これは主に、未収消費税等の減少1,244百万円があった一方で、受取手形及び売掛金の増加856百万円、電子記

録債権の増加2,180百万円などがあったことによるものであります。

　負債は、前連結会計年度末より2,169百万円増加し、27,612百万円となりました。これは主に、長期借入金の増

加3,350百万円や1年内返済予定の長期借入金の増加1,199百万円があった一方で、その他の流動負債の減少3,356百

万円などがあったことによるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末より244百万円減少し、52,020百万円となりました。これは主に、自己株式の減少

864百万円があった一方で、利益剰余金の減少416百万円、その他有価証券評価差額金の減少480百万円の減少など

があったことによるものであります。

　これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度より1.7ポイント減少し、65.3％となっております。
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③キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末より

514百万円増加し、3,241百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は1,840百万円（前年同期比106百万円の減少）となりました。税金等調整前中間純

利益1,879百万円、減価償却費2,103百万円、未収消費税等の減少額1,292百万円、仕入債務の増加額348百万円が

あった一方で、売上債権の増加額3,058百万円、棚卸資産の増加額247百万円、法人税等の支払額515百万円があっ

たことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は5,287百万円（前年同期比1,671百万円の増加）となりました。これは主に、生産

設備の拡充に伴う有形固定資産の取得による支出4,888百万円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は3,964百万円（前年同期比1,355百万円の増加）となりました。これは主に、長期

借入金の返済による支出1,449百万円、配当金の支払額464百万円があった一方で、長期借入れによる収入6,000百

万円があったことによるものであります。

 

(２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(３）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(５）研究開発活動

　当中間連結会計期間の研究開発費の総額は1,111百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 33,880,000

計 33,880,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年1月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,348,440 15,348,440
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数100株

計 15,348,440 15,348,440 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

        該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

        該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年７月31日（注） △350,000 15,348,440 － 7,186 － 7,072

（注）自己株式の消却による減少であります。
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（５）【大株主の状況】

  2024年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号赤坂イン

ターシティＡＩＲ
2,191,700 14.29

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海１丁目８－１２ 1,244,570 8.11

ＰＥＲＳＨＩＮＧ－ＤＩＶ．Ｏ

Ｆ　ＤＬＪ　ＳＥＣＳ．ＣＯＲ

Ｐ．

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

ＯＮＥ　ＰＥＲＳＨＩＮＧ　ＰＬＡＺＡ　

ＪＥＲＳＥＹ　ＣＩＴＹ　ＮＥＷ　ＪＥＲ

ＳＥＹ　Ｕ．Ｓ．Ａ．

（東京都新宿区新宿６丁目２７番３０号）

1,194,500 7.79

株式会社オオツガ 富山県富山市西中野本町２－６ 400,300 2.61

笹山　眞治郎 富山県富山市 347,107 2.26

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳ

Ｅ　ＢＡＮＫ　３８５６３２

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

２５　ＢＡＮＫ　ＳＴＲＥＥＴ，　ＣＡＮ

ＡＲＹ　ＷＨＡＲＦ，　ＬＯＮＤＯＮ，　

Ｅ１４　５ＪＰ，ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧ

ＤＯＭ　

（東京都港区港南２丁目１５－１品川イン

ターシティＡ棟）

308,620 2.01

ＢＮＰ　ＰＡＲＩＢＡＳ　ＳＹＤ

ＮＥＹ／２Ｓ／ＪＡＳＤＥＣ／Ａ

ＵＳＴＲＡＬＩＡＮ　ＲＥＳＩＤ

ＥＮＴＳ

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店　カストディ業務部）

６０　ＣＡＳＴＬＥＲＥＡＧＨ　ＳＴＳＹ

ＤＮＥＹ　ＮＳＷ　２０００　

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

307,500 2.00

ＴＨＥ　ＮＯＭＵＲＡ　ＴＲＵＳ

Ｔ　ＡＮＤ　ＢＡＮＫＩＮＧ　Ｃ

Ｏ．，　ＬＴＤ．　ＡＳ　ＴＨ

Ｅ　ＴＲＵＳＴＥＥ　ＯＦ　ＲＥ

ＰＵＲＣＨＡＳＥ　ＡＧＲＥＥＭ

ＥＮＴ　ＭＯＴＨＥＲ　ＦＵＮＤ

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

２－２－２　ＯＴＥＭＡＣＨＩ，　ＣＨＩ

ＹＯＤＡ－ＫＵ，　ＴＯＫＹＯ，　ＪＡＰ

ＡＮ

（東京都新宿区新宿６丁目２７番３０号）

299,800 1.95

ダイト従業員持株会 富山県富山市八日町３２６ 278,437 1.82

二幸商事株式会社
東京都台東区東上野４丁目２０－２－

１０１
277,800 1.81

計 － 6,850,334 44.65

（注）１. 持株比率は自己株式（8,187株）を控除して計算しております。なお、自己株式には当社の役員向け株式交付

　　　　　信託が保有する株式（47,170株）を含んでおりません。

　　　２. 株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数には、当社の役員向け株式交付信託が保有する株式

　　　　　（47,170株）を含んでおります。
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３．2024年８月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書によれば、2024年８月15日現在で

以下のとおり株式を保有している旨が記載されておりますが、2024年11月30日現在での実質所有株式数につい

ては、当社として確認ができませんので上記大株主の状況には含めておりません。

　　　なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)

株券等保有割合

(％)

カナメ・キャピタル・エルピー

（Ｋａｎａｍｅ　Ｃａｐｉｔａ

ｌ，Ｌ．Ｐ．）

アメリカ合衆国、マサチューセッツ州02108、ボス

トン、ワシントンストリート201、ワンボストンプ

レイス　スイート2600

1,532,100 9.98

計 － 1,532,100 9.98
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 8,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,272,700 152,727 －

単元未満株式 普通株式 67,640 － －

発行済株式総数  15,348,440 － －

総株主の議決権  － 152,727 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、役員向け株式交付信託の信託財産として保有する当社株式が、

　　　　　47,170株（議決権数471個）含まれています。

 

 

②【自己株式等】

    2024年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

ダイト株式会社 富山県富山市八日町326番地 8,100 － 8,100 0.05

計 － 8,100 － 8,100 0.05

（注）１．当中間会計期間末現在、自己株式を8,187株所有しております。

　　　２．役員向け株式交付信託が所有する当社株式は、上記自己保有株式に含めておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年６月１日から2024年11月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年５月31日)

当中間連結会計期間
(2024年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,727 3,241

受取手形及び売掛金 ※２ 10,832 ※２ 11,689

電子記録債権 ※２ 4,567 ※２ 6,747

商品及び製品 7,877 8,250

仕掛品 5,948 5,940

原材料及び貯蔵品 7,065 6,879

未収消費税等 1,292 48

その他 1,152 806

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 41,460 43,601

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 18,291 18,406

機械装置及び運搬具（純額） 6,343 6,426

その他（純額） 7,337 6,632

有形固定資産合計 31,972 31,465

無形固定資産   

その他 490 481

無形固定資産合計 490 481

投資その他の資産   

投資有価証券 3,188 2,110

その他 604 1,983

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 3,784 4,084

固定資産合計 36,247 36,031

資産合計 77,708 79,633

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 5,262 ※２ 5,097

電子記録債務 ※２ 3,437 ※２ 3,948

１年内返済予定の長期借入金 2,099 3,299

未払法人税等 195 920

引当金 58 75

その他 ※２ 7,452 ※２ 4,095

流動負債合計 18,505 17,437

固定負債   

長期借入金 4,669 8,019

退職給付に係る負債 320 327

引当金 20 28

その他 1,926 1,799

固定負債合計 6,937 10,174

負債合計 25,443 27,612
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年５月31日)

当中間連結会計期間
(2024年11月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,186 7,186

資本剰余金 7,072 7,072

利益剰余金 37,087 36,671

自己株式 △990 △126

株主資本合計 50,355 50,803

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,332 852

為替換算調整勘定 369 363

退職給付に係る調整累計額 11 △5

その他の包括利益累計額合計 1,713 1,209

非支配株主持分 196 7

純資産合計 52,265 52,020

負債純資産合計 77,708 79,633
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年６月１日
　至　2023年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

売上高 24,110 24,584

売上原価 18,920 20,205

売上総利益 5,189 4,379

販売費及び一般管理費 ※１ 2,900 ※１ 2,907

営業利益 2,289 1,471

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 36 38

受取保険金 15 2

為替差益 - 1

その他 19 30

営業外収益合計 72 73

営業外費用   

支払利息 9 51

為替差損 28 -

支払手数料 7 6

持分法による投資損失 - 7

その他 1 8

営業外費用合計 46 73

経常利益 2,314 1,470

特別利益   

投資有価証券売却益 - 409

その他 0 -

特別利益合計 0 409

税金等調整前中間純利益 2,315 1,879

法人税、住民税及び事業税 798 839

過年度法人税等 - ※２ 388

法人税等調整額 22 △66

法人税等 821 1,161

中間純利益 1,494 718

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △57 △190

親会社株主に帰属する中間純利益 1,552 908
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年６月１日
　至　2023年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

中間純利益 1,494 718

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 76 △480

為替換算調整勘定 61 △5

退職給付に係る調整額 △50 △16

その他の包括利益合計 87 △502

中間包括利益 1,581 215

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 1,622 406

非支配株主に係る中間包括利益 △40 △190
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年６月１日
　至　2023年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 2,315 1,879

減価償却費 1,697 2,103

賞与引当金の増減額（△は減少） 27 8

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 11 8

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △115 △18

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 2 8

受取利息及び受取配当金 △37 △38

支払利息 9 51

売上債権の増減額（△は増加） △1,386 △3,058

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,701 △247

仕入債務の増減額（△は減少） 2,283 348

持分法による投資損益（△は益） - 7

投資有価証券売却損益（△は益） - △409

未収消費税等の増減額（△は増加） - 1,292

その他 △709 417

小計 2,398 2,353

利息及び配当金の受取額 37 38

利息の支払額 △9 △54

法人税等の支払額 △518 △515

受取保険金の受取額 15 -

その他 23 19

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,946 1,840

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △3,627 △4,888

無形固定資産の取得による支出 △10 △132

関係会社出資金の払込による支出 - △707

投資有価証券の取得による支出 - △6

投資有価証券の売却による収入 7 444

その他 14 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,616 △5,287

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 4,000 6,000

長期借入金の返済による支出 △949 △1,449

配当金の支払額 △431 △464

自己株式の取得による支出 △2 △0

リース債務の返済による支出 △7 △121

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,609 3,964

現金及び現金同等物に係る換算差額 38 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 978 514

現金及び現金同等物の期首残高 3,607 2,727

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 4,585 ※ 3,241
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更

　該当事項はありません。

 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

　当中間連結会計期間より、千輝薬業（安徽）有限責任公司及び安徽鼎旺医薬有限公司の持分を追加取得した

ため、それぞれ持分法適用の範囲に含めております。

 

 

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等を当中間連結会
計期間の期首から適用しております。これによる、中間連結財務諸表への影響はありません。
 
 

（追加情報）

（取締役に対する株式報酬制度）

　当社は、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。以下同じ。）を対象に、取締役の報酬と当

社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有すること

で、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、信託を用いた株式報酬

制度（以下「本制度」といい、本制度導入のために設定される信託を「本信託」といいます。）を導入しており

ます。

（1）取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、当社の定める株式交付規程

に基づき、各取締役に対し、役位に応じて各取締役に付与されるポイントの数に相当する数の当社株式が本信

託を通じて各取締役に対して交付される株式報酬制度であります。なお、取締役が当社株式の交付を受ける時

期は、原則として取締役の退任時であります。

（2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前中間連結会計期間末で106百万円、

47,170株、当中間連結会計期間末で106百万円、47,170株であります。
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（中間連結貸借対照表関係）

１　債務保証

　次の会社の武田薬品工業㈱からの買掛債務に対して債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2024年５月31日）

当中間連結会計期間
（2024年11月30日）

勝山ファーマ㈱ 134百万円 勝山ファーマ㈱ 82百万円

㈱富士薬品 23 ㈱富士薬品 29

テイカ製薬㈱ 19 第一薬品工業㈱ 2

東洋製薬化成㈱ 13 ㈱パナケイア製薬 1

  富山めぐみ製薬㈱ 1

合計 191 合計 117

 

※２　中間連結会計期間末日満期手形、電子記録債権債務

　中間連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権債務の会計処理については、手形交換日をもって決済処理を

しております。なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期

手形及び電子記録債権債務が中間連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2024年５月31日）
当中間連結会計期間
（2024年11月30日）

受取手形 -百万円 41百万円

電子記録債権 - 330

支払手形 - 24

電子記録債務 - 1,062

その他（設備電子記録債務） - 252

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年６月１日

　　至 2023年11月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年６月１日

　　至 2024年11月30日）

給料手当 385百万円 398百万円

賞与引当金繰入額 21 15

役員賞与引当金繰入額 11 8

役員株式給付引当金繰入額 7 8

退職給付費用 △1 10

研究開発費 1,244 1,111

 

※２　当社の連結子会社である大桐製薬（中国）有限責任公司は、当社との取引に関し中国税務当局による移転

価格税制等に係る指摘を受け、納付した388百万円を当中間連結会計期間において過年度法人税等として計上し

ております。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自 2023年６月１日
至 2023年11月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年６月１日
至 2024年11月30日）

現金及び預金勘定 4,585百万円 3,241百万円

現金及び現金同等物 4,585 3,241
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年６月１日　至　2023年11月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年７月14日

取締役会
普通株式 432 30 2023年５月31日 2023年８月７日 利益剰余金

（注）2023年７月14日取締役会の決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社

株式に対する配当金１百万が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

　　なるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年１月12日

取締役会
普通株式 475 30 2023年11月30日 2024年２月１日 利益剰余金

（注）2024年１月12日取締役会の決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社

株式に対する配当金１百万が含まれております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年７月12日

取締役会
普通株式 460 30 2024年５月31日 2024年８月６日 利益剰余金

（注）2024年７月12日取締役会の決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社

株式に対する配当金１百万が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

　　なるもの

（決議予定） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年１月10日

取締役会
普通株式 536 35 2024年11月30日 2025年２月３日 利益剰余金

（注）2025年１月10日取締役会にて決議予定の配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当

社株式に対する配当金１百万が含まれております。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2024年７月12日開催の取締役会決議に基づき、2024年７月31日付で自己株式350,000株の消却を

実施いたしました。この結果、当中間連結会計期間において利益剰余金が864百万円、自己株式が864百万

円減少しております。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年６月１日　至　2023年11月30日）

　当社の報告セグメントは、「医薬品事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載

を省略しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

　当社の報告セグメントは、「医薬品事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載

を省略しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2023年６月１日　至　2023年11月30日）

（単位：百万円）

 金額

　原薬 11,303

　製剤 12,695

　健康食品他 112

顧客との契約から生じる収益 24,110

その他の収益 ̶

外部顧客への売上高 24,110

 

当中間連結会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

（単位：百万円）

 金額

　原薬 11,583

　製剤 12,907

　健康食品他 93

顧客との契約から生じる収益 24,584

その他の収益 ̶

外部顧客への売上高 24,584

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年６月１日
至　2023年11月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

１株当たり中間純利益 98円22銭 59円39銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
1,552 908

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
1,552 908

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,803 15,293

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．当社は、2023年９月１日付で普通株式１株につき1.1株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純利益を算定しております。

３．当社は前中間連結会計期間より、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）を対象に、信託

を用いた株式報酬制度を導入しており、当該信託口が保有する当社株式を「１株当たり中間純利益」の算定

上、普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、信託が保有する期

中平均株式数は、前中間連結会計期間は48千株、当中間連結会計期間は47千株であります。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ダイト株式会社(E24187)

半期報告書

18/23



２【その他】

（期末配当）

　2024年７月12日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

 

　（イ）配当金の総額　　460百万円

　（ロ）１株当たりの金額　　30円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　2024年８月６日

 

（注）１．2024年５月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

　　　２．配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含

　　　　　まれています。

 

（中間配当）

　2025年１月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 

　（イ）配当金の総額　　536百万円

　（ロ）１株当たりの金額　　35円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　2025年２月３日

 

（注）１．2024年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

　　　２．配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含

　　　　　まれています。

 

（自己株式の取得及び自己株式の消却について）

　2025年１月10日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定及び当社定款の定めに基づき、下記のとお

り自己株式を取得すること、並びに会社法第178条の規定に基づき自己株式の消却を行うことを決議いたしました。

 

１．自己株式の取得を行う理由

　中期経営計画における資本政策の一環として、株主還元の強化及び資本効率の向上等を図るため、自己株式を

取得するものです。

 

２．取得の内容

取得対象株式の種類　　　当社普通株式

取得する株式の総数　　　300,000株（上限）

株式の取得価額の総額　　７億円（上限）

取得期間　　　　　　　　2025年１月14日から2025年５月30日まで

取得方法　　　　　　　　東京証券取引所の立会市場における取引を利用

 

３．消却に係る事項の内容

消却する株式の種類　　　当社普通株式

消却する株式の総数　　　300,000株（株式分割後600,000株）

消却予定日　　　　　　　2025年６月30日

 

（注）2025年１月10日開催の取締役会において2025年６月１日を効力発生日とする普通株式１株につき２株の割合の

株式分割の決議を予定しており、消却を行う株数は消却予定日の時点においては600,000株となります。

 

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更について）

2025年１月10日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更について決議いたしました。

 

１．株式分割

（1）株式分割の目的

　株式分割を行い、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様がより投資しや

すい環境を整え、当社株式の流動性の向上と、当社の経営理念や今後の成長戦略に共感いただける投資家層の

拡大を図ることを目的としております。
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（2）株式分割の概要

①株式分割の方法

2025年５月31日を基準日とし、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式１株につ

き２株の割合をもって分割いたします。

 

②分割により増加する株式総数

株式分割前の発行済株式総数　　　　　　15,348,440株

今回の分割により増加する株式の数　　　15,348,440株

株式分割後の発行済株式総数　　　　　　30,696,880株

株式分割後の発行可能株式総数　　　　　67,760,000株

 

③日程

基準日公告日　　2025年５月17日

基準日　　　　　2025年５月31日

効力発生日　　　2025年６月１日

 

④１株当たり情報に及ぼす影響

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における１株当たり情報の各数値は次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年６月１日
至　2023年11月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

１株当たり中間純利益 49円11銭 29円70銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2023年９月１日付で普通株式１株につき1.1株の割合で株式分割を行っております。前連結

会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純利益を算定しております。

３．信託を用いた株式報酬制度における信託口が保有する当社株式を「１株当たり中間純利益」の算定

上、普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、信託が保

有する期中平均株式数は、前中間連結会計期間は97千株、当中間連結会計期間は94千株であります。

 

⑤その他

今回の株式分割に際して、資本金の変更はありません。

 

２．株式分割に伴う定款の一部変更

（1）定款変更の理由

　今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づく取締役会決議により、2025年６月１日をもっ

て当社定款第６条で定める発行可能株式総数を変更いたします。

 

（2）変更の内容

変更の内容は以下のとおりです。

（下線部分は変更箇所を示します。）

現行定款 変更後定款

第6条　当会社の発行可能株式総数は3,388万

株とする。

第6条　当会社の発行可能株式総数は6,776万

株とする。

 

（3）日程

効力発生日　　　　2025年６月１日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年１月９日

ダイト株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

北陸事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 御厨　健太郎

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 野村　実

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイト株式会社

の2024年６月１日から2025年５月31日までの連結会計年度の中間会計期間（2024年６月１日から2024年11月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、ダイト株式会社及び連結子会社の2024年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告
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書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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